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私は ILO の専門家委員会に 12年間、委員として関わりました。ILO は 1919年に設立されて、2019



























































































止期間が 300日から 100日に短縮されたり、医師の証明書等があれば再婚禁止期間は 0日でもいいとい
う法改正も行われました。
（Q 2）ILO の第 1号条約で 1日の労働時間が 8時間と決められているのに、日本がそれを批准してい
ないことを、どうお考えですか。
（横田）この条約の批准はもちろん、労働時間ももっときちんと管理すべきだと思います。超過勤務や
サービス残業の実態は、ILO の条約の趣旨にも反することであり、問題視しています。
（Q 3）日本の国益や伝統と国際法、国際世論の流れが対立する場合には、どのように折り合いを付け
たらいいのでしょうか。
（横田）国際機構の場で条約案がつくられる過程では、加盟国全てがいろいろな形で立法過程に参加し
ます。従って、どうしても譲れない点は、そのプロセスで立場を明確に主張して、支持してくれる国を
集めて、日本の伝統、文化、考え方に矛盾しない内容になるよう努めることが重要です。その上で、本
当に譲れないものについては、最終的に批准できないということもあり得ます。
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